
 

 
出典）広域総合水質調査（環境省） 

備考）底生生物の個体数及び種類数は、0.1m2当たりの数。ただし、※印の地点は 0.15m2当たりの数。 
図２４ 東京湾における底生生物の個体数及び種類数の分布（平成 15 年度） 

 

 

 
出典）広域総合水質調査（環境省） 

備考）ＤＯは底上 0.5～１ｍの値。 

図２５ 東京湾における底層ＤＯ(mg/ℓ)の分布（平成 15 年度） 
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出典）関係都県調べ 

図２６ 東京湾及び三河湾における青潮（苦潮）の発生状況 
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出典）発生負荷量：発生負荷量管理等調査（環境省）、水質濃度：広域総合水質調査（環境省）及び公共

用水域水質測定結果（環境省）。 

備考）補正ＣＯＤとは、各指定水域のＣＯＤから、昭和 56～58 年度の期間平均濃度を基準とする太平洋

沿岸における平均ＣＯＤの変化分を差し引いた値。 

図２７ 水域面積あたりの発生負荷量とＣＯＤ及び補正ＣＯＤの推移 
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出典）発生負荷量：発生負荷量管理等調査（環境省）、水質濃度：広域総合水質調査（環境省） 

図２８ 水域面積あたりの発生負荷量と窒素濃度の推移 
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出典）発生負荷量：発生負荷量管理等調査（環境省）、水質濃度：広域総合水質調査（環境省） 

図２９ 水域面積あたりの発生負荷量と燐濃度の推移 
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出典）漁獲量・収穫量：地方農政局統計・情報センター等の漁業統計データ 

出典）含有率：各種文献データ 

備考）回収率 ＝ 回収量 ／ 発生負荷量 

出典）回収量 ＝ 漁獲量（収穫量） × 魚体等に含まれる窒素及び燐の含有率 

出典）東京湾及び伊勢湾については、海面漁業の漁獲量のみ考慮。 

出典）瀬戸内海については、漁獲量に加え「のり養殖」及び「かき養殖（殻付き）」の収穫量も考慮。 

図３０ 漁獲による海域からの窒素及び燐の回収率 
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（２）伊勢湾（三河湾を除く） 
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（３）三河湾 

出典）河川流量：流量年表 

図３１ 海域別のＣＯＤと河川流量の推移 
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（５）瀬戸内海（大阪湾を除く） 

出典）河川流量：流量年表 

図３１ 海域別のＣＯＤと河川流量の推移（つづき） 

 
 

表４ 各海域における年間河川流量と海域容量の比 

 東京湾 
伊勢湾 

(三河湾を除く) 
三河湾 大阪湾 

瀬戸内海 

(大阪湾を除く) 

海域容量 

(億m3) 
６２１ ３３９ ５５ ４４０ ８，３７５ 

年間河川流量 

(億m3) 
８６ １８０ ２０ ８７ ２２１ 

 海域容量  

年間河川流量 
７．３倍 １．９倍 ２．８倍 ５．１倍 ３７．９倍 

備考）年間河川流量は、平成 13 年までの過去 20 年間平均。 
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表５ 水質予測シミュレーションモデルの概要 

区分 
第 5 次水質総量規制在り方が検討 

された際に用いられたモデル 
今回用いた新たなモデル 

計算方法等 ・定常計算 （夏季） 

月単位の汚濁負荷量や淡水流入量等の

条件をもとに、流動及び水質の定常計算

を行う。 

・非定常計算 （通年） 

原則として日単位の汚濁負荷量や淡水

流入量等の条件をもとに、流動及び水質

の非定常計算を日単位で行う。 

地形条件 水平方向：1km x 1km 格子メッシュ 

鉛直方向：10 層（流動計算） 

鉛直方向： 5 層（水質計算） 

水平方向：200m～1000m 可変メッシュ 

鉛直方向：10 層（流動計算） 

鉛直方向：10 層（水質計算） 

底泥からの溶出 アンモニア態窒素及び無機態燐の溶出

速度（t/日）の実測値をもとに定常条件と

してモデルに与える。 

有機物の沈降量及びＤＯの影響を組み

入れたサブモデルを用いて、非定常な栄

養塩類の溶出現象を再現する。 

干潟の浄化能力 対象外 二枚貝による有機物、窒素及び燐の取り

込み量をもとに、干潟の水質浄化機能を

モデルに組み込んでいる。 

 

 

表６ 今回用いた新たなシミュレーションモデルに与える流入負荷量の算定方法 

汚濁負荷量の区分 算定方法 

Ａ. 主要河川からの流入

負荷量 

水質年表を用いて河川流量と負荷量の相関式(L-Q 式)を作成し、これに

流量年表から得られる流量を与え、日単位の流入負荷量を算定する。 

Ｂ. 海域へ直接流入する

主要な点源負荷量 

事業場の日別実測値を用いて日単位の流入負荷量を算定。日別の実測

値が得られない場合は、月単位の流入負荷量として算定する。 

Ｃ. 主要河川以外の河川

からの流入負荷量 

河川を経由して海域へ負荷を排出する点源負荷については、Ｂ.と同様の

方法で流入負荷量を算定する。面源負荷は、年間を通じ一定の流入負荷

量とする。 

Ｄ. 越流負荷量 

（主要河川を経由して海域

に流入する越流負荷量

は、ここには含まれずＡに

含まれる。） 

平成 13 年度合流式下水道の改善対策に関する調査（国土交通省）による

簡易シミュレーションを用い、処理場毎に日単位の越流負荷量を算定す

る。 

Ｅ . 大気からの負荷量

（窒素のみ） 

酸性雨実態把握調査及び総合パイロットモニタリング調査の解析（環境

省）を用いて、雨天時に海域に直接降り注ぐ湿性沈着物（NO3
-、NH4

+）を

流入負荷量として算定する。晴天時に海面に直接流入する乾性沈着物も

同様に晴天時の流入負荷量として算定する。 
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（１）平成 11 年度現況再現 

 

    
 （２）汚濁負荷量 30%削減 （３）汚濁負荷量 30%削減＋干潟再生 

 

備考）「汚濁負荷量 30%削減」とは、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負荷量のそれぞれを 30%削減する場合を意

味している。 

図３２ シミュレーション結果（ＣＯＤ年平均値） 
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（１）平成 11 年度現況再現 

 

    
 （２）汚濁負荷量 30%削減 （３）汚濁負荷量 30%削減＋干潟再生 

 

備考）「汚濁負荷量 30%削減」とは、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負荷量のそれぞれを 30%削減する場合を意

味している。 

図３３ シミュレーション結果（窒素濃度年平均値） 

41 



 

 

（１）平成 11 年度現況再現 

 

    
 （２）汚濁負荷量 30%削減 （３）汚濁負荷量 30%削減＋干潟再生 

 

備考）「汚濁負荷量 30%削減」とは、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負荷量のそれぞれを 30%削減する場合を意

味している。 

図３４ シミュレーション結果（燐濃度年平均値） 
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（１）平成 11 年度現況再現 

 

    
 （２）汚濁負荷量 30%削減 （３）汚濁負荷量 30%削減＋干潟再生 

 

備考）「汚濁負荷量 30%削減」とは、ＣＯＤ、窒素及び燐に係る汚濁負荷量のそれぞれを 30%削減する場合を意

味している。 

図３５ シミュレーション結果（底層ＤＯ、８月平均値） 
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対象水域：東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海 

対象項目：ＣＯＤ、窒素及び燐 

 
 
 
 

【総量削減基本方針】 

・対象水域ごとに環境大臣が策定 

・削減目標量の設定 等 

 
 
 
 
 

【総量削減計画】 

・総量削減基本方針に基づき、都府県ごとに知事が策定 

・発生源別の削減目標量及び削減対策 等 

 
 
 
 
 
 
 

【総量規制基準による規制】 

・ 日平均排水量が 50 ㎥以上の特

定事業場が対象 

・ 排水濃度×排水量の規制 

【削減指導等】 

・小規模事業場 

・農業、畜産農業 

・一般家庭 等 

 
 
 
 

【事業の実施】 

・下水道の整備 

・浄化槽の整備 

・処理の高度化 

 
 

 

図３６ 水質総量規制制度の概要 

 

 

表７ 水質総量規制の経緯 

 基本方針策定 目標年度 ※基準適用日 対象項目 

第 1 次 昭和 54 年 6 月 昭和 59 年度 昭和 55 年 7 月 1 日 ＣＯＤ 

第 2 次 昭和 62 年 1 月 平成元年度 昭和 62 年 7 月 1 日 ＣＯＤ 

第 3 次 平成 3年 1 月 平成 6 年度 平成 3年 7 月 1 日 ＣＯＤ 

第 4 次 平成 8年 4 月 平成 11 年度 平成 8年 9 月 1 日 ＣＯＤ 

第 5 次 平成 13 年 12 月 平成 16 年度 平成 14 年 10 月 1 日 ＣＯＤ、窒素、燐

※ 既設事業場には基準適用猶予期間が設けられる。 
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 〃 松田 治 広島大学名誉教授 

 〃 宮崎 章 独立行政法人産業技術総合研究所つくばセンター西事業所 

 環境管理技術研究部門計測技術グループテクニカルスタッフ 

46 



 

審議経過 

 

平成１６年２月２６日 中央環境審議会水環境部会（第１０回） 

（主な議題） 

・ 第６次水質総量規制の在り方について（諮問） 

・ 総量規制専門委員会の設置について 

 

 

平成１６年４月２１日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第１回） 

（主な議題） 

・ 第６次水質総量規制の在り方に関する諮問について 

・ 水質総量規制の実施状況等について 

 

 

平成１６年７月７日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第２回） 

（主な議題） 

・ 水質及び水質汚濁による障害の推移 

・ 指定水域における水質汚濁メカニズム 

・ 水質予測シミュレーションについて 

 

 

平成１６年８月２６日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第３回） 

（主な議題） 

・ 水質汚濁のメカニズムについて 

・ 汚濁負荷削減対策について 

 

 

平成１６年１０月４日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第４回） 

（主な議題） 

・ 汚濁負荷削減対策について 

 

 

平成１６年１１月２日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第５回） 

（主な議題） 

・ 水質汚濁メカニズムについて 
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平成１６年１２月７日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第６回） 

（主な議題） 

・ 汚濁負荷削減対策について 

・ 水質汚濁メカニズムについて 

 

 

平成１７年２月２８日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第７回） 

（主な議題） 

・ 水質汚濁メカニズムについて 

・ 水環境の現状・推移と改善の必要性等について 

 

 

平成１７年３月３０日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第８回） 

（主な議題） 

・ 「第６次水質総量規制の在り方について（報告案）」について 

 

 

平成１７年４月２５日 中央環境審議会水環境部会総量規制専門委員会（第９回） 

（主な議題） 

・ 「第６次水質総量規制の在り方について（報告案）」のとりまとめについて 

 

 

平成１７年５月１６日 中央環境審議会水環境部会（第１４回） 

（主な議題） 

・ 第６次水質総量規制の在り方について（報告） 

 

48 




